
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青森市子どもの権利擁護委員 



 

 

 

 

青森市子どもの権利条例 

 

平成二十四年十二月二十五日制定 

平成二十四年青森市条例第七十三号 

 

  

（条例より前文を抜粋） 

青森市は豊かな青い森に抱かれたまちです。森では、木々、草花、鳥や虫など数え切れな

い生きとし生けるものが生まれ、育まれています。これらが互いに深く結びつき、共に支え

合う森は、新たないのちのゆりかごであり続けます。 

私たちは、この青森市が、生きる力みなぎる子どもが育つ大きなゆりかごであって欲しい

と願っています。 

そこでは、子どもと大人が育ち合い、学び合う関係が大切にされなければなりません。そ

のことによって、子どもは、他者を尊重しながら共に支え合い、青森市の文化や伝統を受け

継ぎ、未来を切り開いていくことができるのです。 

日本は、世界の国々と児童の権利に関する条約を結び、子どもだからこそ認められるべき

権利を保障し、自分らしく生きることを大切にすると約束しています。 

市は、この条約に基づき「子どもに関係のあることを行うときには、子どもにとって今も

っとも良いことは何かを第一に考える」という「子どもの最善の利益」（同条約第三条）を

基本理念として、子どもが健やかに育つための環境づくりを進めてきました。 

市が設置した青森市こども委員会の子どもたちは、子どもの権利について学ぶ中で、「人

はそれぞれ個性をもち、誰もが大切な存在として同じところ、違うところを認め合うことが

大事である」、「大人は、子どもの意見に最後まで耳を傾けてほしい」、「ちょっとしたこ

とでも、『あなたには、こういう良いところがある。』と言ってほしい」と宣言しています

（平成二十三年三月 子ども宣言文）。 

私たちは、子どもが他者と共に生き支え合う市民として成長する青い森のまちづくりをめ

ざし、子どもの権利を保障することを表明し、この条例を制定します。 
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子どもの相談対応からセンターの活動を振り返る 

                                            

 

 

 

 

子どもの権利擁護委員 小林 央美 

 

2012年（平成 24）12月 25日、「青森市子どもの権利条例」が制定されました。全国的には 2000年

（平成 12）、「川崎市子どもの権利に関する条例」の制定が第一号となります。2024 年（令和 6）5

月時点で、全国では約 70の自治体に条例が制定されており、青森市はその中で 34番目の制定でした。

決して先頭を切ったわけではありません。しかし、青森市の強みは子どもの権利条例を具現化するた

めに条例の制定とともに「子どもの権利相談センター(2013年 5月)」を設置したことです。同センタ

ーは、子どもやその関係者からの相談業務を中心とした様々な方法で、子どもの権利行使の具現化を

支援してきました。当センターは、2025年（令和 7年）5月で満 12歳を迎えます。この間、平成 25

年度～令和 6年度までの延べ相談件数は、4,899件で、令和 6年度は 202件でした。 

 

 この 12年間のセンターの活動を少し概観してみます。子どもの相談内容は、相談員にちょっと話を

聴いてもらえるだけでほっとして解決するようなものから、命の危険を感じるようなもので緊急対応

を必要とする場合もあり、その危機状況は様々です。危機状況に左右されることなくどのような相談

にも真摯に対応しております。相談内容からあらためて思うことがあります。それは、子どもは学校

や社会の人間関係や価値観、社会の経済状況も含めて多くの影響を受け、悩みを持つことになるとい

うことです。学校の課題だけではなく、もはや社会の課題として久しく認識されている「不登校」や

「いじめ」は恒常的な相談として挙げられます。一方で、学校教育や社会の変化をいち早く反映する

ような相談もあります。社会のより良い変化であると思うのは、例えば、社会全体の認識が少しずつ

深まり、カミングアウトしやすいように変化してきている性的マイノリティのような相談を 2020年頃

から受けておりますし、児童虐待についても子ども自身からの相談もあり、子ども自身が自己の権利

を行使する勇気をもってきていることを感じる場面です。これらは、社会が少しずつより良い方向へ

変化してきているものと考えたいです。一方で、今後、よりよい活動へと移行してほしいと願うのは、

学校の部活動から地域のクラブチームへの移行です。クラブチームの相談等、相談内容が社会の課題

の最先端を示唆してくれることがあると感じているからです。部活動が子どもの成長にとって最良の

新しいシステムへの意味ある移行となるように子どもの声を聞きながら進めていただきたいものです。 



 

 

 

 

 

 

12年間を振り返って、うれしい変化があります。それは、調整活動により学校をはじめとする関係

機関との連携が当たり前のこととして機能するようになったことです。この変化はとても素晴らしい

です。今後さらに子どもが解決の主体者になるように権利の学習機会が充実することを願います。 

本書は、令和 6年度のセンターの活動報告書となっております。各関係機関の皆様のお役に立てて

いただければ幸いです。 

 

令和 7年 4月（こばやし ひろみ 元大学院教授） 
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Ⅰ 活動の状況                                    

 

1 相談活動 

令和 6年度の相談受付件数は、実件数（※1）が 71件（内、新規件数（※2）67件、前年度からの

継続件数 4件）、延べ件数（※3）が 202件でした（前年度:実件数 68件、延べ件数 278件）。 

さまざまな困難に直面した子どもや保護者などから寄せられる悩みなどに対し、解決のために

相談が重ねられ、実件数 1件当たり平均 2.8回のやりとりが行われました（前年度：4.1回）。 

☆「相談受付件数」の年度比較は P57参照 

 

（1） 月別相談受付件数 

新規相談は 11 月が最も多くなりました。これは、11 月に各学校にリーフレットを配付し、小・中

学校でリーフレットを使用した学習の場を設けていただいたこ         

 

 

 

 

 

 

 

 

  

        図 1 新規件数の月別推移前年度比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 延べ件数の月別推移前年度比較 

                                                  
※1 実件数 

1人についての初回から終結までの相談を 1件とします。 

※2 新規件数 

初めて受け付けた相談の件数です。 

※3 延べ件数 

相談を受けた総数です。たとえば、1案件で 3回の相談を受けた場合は延べ3件と数えます。 

令和6年度 

令和5年度 

● 新規件数 

令和6年度 

令和5年度 

● 延べ件数 
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件 
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（2） 実件数の相談者内訳 

相談者とは、相談をしてきた人のことをいいます。 

令和6年度の相談者数は71人でした。子どもからの相談は26件で、全体の37％でした。そ

のうち、最も多かったのは「小学生」からの相談で、9件でした。 

大人からの相談は45件で、全体の63％でした。そのうち、最も多かったのは「父又は母」

からの相談で31件でした。「父又は母」からの相談のうち26件（84％）は、母親からの相談

でした（図3）。 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 3 実件数の相談者内訳（実件数：71 件） 

  

（3） 延べ件数の相談者内訳 

子どもからの相談の延べ件数は76件で、全体の38％でした。そのうち、最も多かったのは「高

校生」からの相談で45件でした。 

大人からの相談の延べ件数は126件で、全体の62％でした。そのうち、最も多かったのは、

「父又は母」からの相談で107件でした（図4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   図 4 延べ件数の相談者内訳（延べ件数 202 件） 
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☆「相談者の内訳」の年度比較は P57参照 
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（4） 相談対象者の内訳  

相談対象者とは、誰についての相談かということです。例えば、母親から小学生についての

相談があった場合には、「相談者」は母親、「相談対象者」は小学生となります。 

「子ども」についての相談は121件で、全体の60％でした。そのうち、多かったのは「小学

生」と「高校生」についての相談で、ともに34件でした。 

「大人」についての相談は81件で、全体の40％でした。そのうち、最も多かったのは「父

又は母」についての相談で46件でした（図5）。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 5 相談対象者の内訳（延べ件数：202 件） 

 

☆「相談対象者の内訳」の年度比較はP58参照 
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（5） 相談の方法 

初回相談で最も多かった相談方法は「電話」の 51件で、全体の 72％でした（図 6）。 

延べ件数でも「電話」の 120件が最も多く、全体の 59％でした。次いで、「メール」が

57件で、全体の 28％となりました（図 7）。なお、相談方法は、相談継続の中で解決に向

けた最良の方法を模索しながら変わることがあります。 

  

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

図 6 初回の相談方法の内訳（件数：71 件）      図 7 延べ件数の相談方法の内訳（件数：202 件） 

☆「相談方法別件数」の年度比較はP58参照 

 

相談者と相談方法の関係では、子どもからの相談のうち 39件（51％）が「メール」と最

も多く、次いで、電話 26件（34％）、窓口 6件（8％）となりました（表 1）。一方、大人

からの相談で最も多かったのが 94件（75％）の「電話」でした。 

  

 

    表１ 相談者・相談方法別件数（延べ件数：202 件） 

 

 

 子ども（76件） 大人（126件） 合
計
（
件
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窓口 3 3   6 13 1    14 20 

電話 6 2 14 4 26 76 5   13 94 120 

FAX             

メール   31 8 39 18     18 57 

手紙 5    5       5 

訪問             

合計（件） 14 5 45 12 76 107 6   13 126 202 
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(6) 相談受付の時間帯と所要時間 

相談が最も多い時間帯は「16時～18時」の 53件（大人 33件、子ども 20件）で、全体の

27％でした。子どもからの相談が多い時間帯は「16時～18時」と「受付時間外」で、大人

からの相談が最も多い時間帯は「10時～12時」でした（図 8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 相談受付の時間帯（手紙相談を除く延べ件数：197 件） 

 

相談の所要時間について、電話相談（120件）で最も多かったのは「30分未満」の 94件

（大人 72件、子ども 22件）でした。また、窓口・訪問相談（20件）で最も多かったのは、

大人からの相談では「1時間以上 2時間未満」の 8件で、子どもからの相談も、「1時間以上

2時間未満」で 6件でした（図 9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  図 9 相談の所要時間 

 
☆「相談受付の時間帯」の年度比較はP59参照 

☆「相談受付の所要時間」の年度比較はP59参照  

件 

件 件 

大 人    子ども 

大人 ■ 子ども 大人 ■ 子ども 



8 

（7） 相談の内容（※4） 

実件数の相談内容を相談者別にみると、以下のような傾向がありました。（表 2） 

 特に子どもからの相談の中で、最も多かったのは小学生でした。 

 

① 小学生からの相談 

小学生からの相談の内訳は、交友関係 4件、いじめ 2件、学校等の対応 1件、指導上

の問題（教職員等）1件、児童虐待 1件でした。 

相談方法は手紙と電話での相談が多い傾向にありました。 

 

② 中学生からの相談 

中学生からの相談の内訳は、いじめ、家族の問題、心身の悩み、指導上の問題（教職

員等）等、多様でした。 

窓口、電話相談で、家族との関係性や学校生活での様々な悩みに対して相談が寄せら

れました。窓口相談では、子どもの興味や関心がある話題から会話の糸口を見つけ、緊

張をほぐします。その上で、調査相談専門員（以下、「専門員」といいます。）が丁寧

に聞き取りをしたことで、素直な胸の内を自然と語ってくれました。 

     

③ 高校生からの相談 

高校生からの相談の内訳は、心身の悩み 3件、家族の問題 2件、いじめ 1件、児童虐待

1件でした。 

学校生活の中で生じる悩みやいじめの相談がありました。対人関係で悩んでいる子ども

には、気持ちに寄り添いながら一緒に問題を整理したり、時にはシミュレーションを行っ

たりと、やりとりをする中で、次第に子ども自身が自身の問題解決方法を考える力をつけ

ていきました。 

 

④ 大人からの相談 

大人からの相談の内訳は、子育ての悩み 14件、指導上の問題（教職員等）5件、児童

虐待 4件、学校等の対応 3件、不登校 3件、交友関係 2件、いじめ 2件、指導上の問題

（教職員以外）1件、家族の問題 1件、その他 10件でした。 

「大人」の内訳は、父又は母 31件、親族 3件、その他大人（一般市民女性、一般市民

男性）11件となりました。父又は母 31件のうち、26件は母親からの相談でした。 

子どもの交友関係や、登校渋り等を、保護者自身が重く受け止めて深く悩んでおられる

ケースが多くありました。登校渋りの背景には、子どもの発達の特性が窺えるケースや親

自身の不安や生きづらさ等があるように見受けられました。それに伴い、教職員の指導や

学校の対応に対する要望や悩みも加わってくるという特徴もありました。専門員が保護者

の気持ちに寄り添い話を聞く一方で、学校と家庭の連携を強化するために、子どもの権利

擁護委員（以下、「擁護委員」といいます。）が両者の間に入り、調整活動を行うケースも

ありました。孤独になりがちな家庭の支援体制を強化することに繋がっていきました。 
                                                          

※4 相談の内容 
相談者の主たる訴え（主訴）をさします。同一の相談者と相談を重ねていくうちに、主訴の内容が変わっていく 

場合もありますが、相談内容を総合的にみて、主訴を一つに絞りました。 
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表 2 相談内容の内訳（実件数：71 件、延べ件数：202 件） 

☆「相談内容の内訳」の年度比較はP60参照 

※5 前年度からの継続件数であるが、今年度に入り相談がなかったため延べ件数は0となる。 

い
じ
め

不
登
校

進
路
問
題

交
友
関
係

心
身
の
悩
み

子
育
て
の
悩
み

学
校
等
の
対
応

（
教

職

員

等

）

指
導
上
の
問
題

（
教

職

員

以

外

）

指
導
上
の
問
題

行
政
機
関
の
対
応

家
族
の
問
題

児
童
虐
待

不
明

そ
の
他

 
合
計

（
件

）

実件数 2 4 1 1 1 9

（延べ） (3) (0) (0) (4) (0) (0) (1) (2) (0) (0) (0) (4) (0) (0) (14)

実件数 1 1 1 1 4

（延べ） (1) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (1) (0) (0) (2) (0) (0) (0) (5)

実件数 1 3 2 1 7

（延べ） (9) (0) (0) (0) (13) (0) (0) (0) (0) (0) (4) (19) (0) (0) (45)

実件数

（延べ） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

実件数 1 1 3 1 6

（延べ） (0) (0) (0) (1) (7) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (1) (12)

実件数

（延べ） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

実件数 4 5 5 1 2 3 2 3 1 26

（延べ） (13) (0) (0) (5) (21) (0) (1) (3) (0) (0) (6) (23) (3) (1) (76)

実件数 1 3 2 14 3 5 2 1 31

（延べ） (8) (7) (0) (11) (0) (41) (13) (8) (0) (0) (0) (17) (0) (2) (107)

実件数 1 1 1 3

（延べ） (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (4) (0) (0) (1) (6)

実件数

（延べ） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

実件数

（延べ） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

実件数

（延べ） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

実件数 1 2 8 11

（延べ） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (0) (10) (13)

実件数 2 3 2 14 3 5 1 1 4 10 45

（延べ） (9) (7) (0) (11) (0) (41) (13) (8) (0) (0) (4) (20) (0) (13) (126)

実件数 6 3 7 5 14 4 7 1 4 6 3 11 71

（延べ） (22) (7) (0) (16) (21) (41) (14) (11) (0) (0) (10) (43) (3) (14) (202)
合計（件）

小学生

中学生

高校生

未就学児

不明

その他

計

父又は母

親族

教職員等

教職員以外
の指導者

不明

その他

計

子
ど
も

大
　
人

相談者

相談内容

(※5)
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(8) 事例紹介  

相談者 
子どもの所属 
相談の主な内容 
相談方法 

相談の概要 

事例① 

相談者【本人】 

高校生 

心身の悩み 

メール 

 

行動を起こす自

信に繋がった継

続的な関わり 

【相談主旨】 

 入部している部活の継続への葛藤 

【子どもの権利相談センターから】 

本人は「今の部活の他にやりたいことができたが、辞めることで友達との

縁が切れてしまうのではないか」と退部後の友達との関係について悩んでいま

した。 

やりたいことを尋ねると、「ボランティア活動を行いたい」と教えてくれ

ました。その理由もとても整理されていたため、専門員より「友達にその気持

ちを伝えても、きっと受け止めてくれるのではないか」と助言をしましたが、

本人は不安そうな様子でした。本人と一緒に一つ一つの不安や悩みについて考

え、時間をかけて整理をし、時には趣味の話や家族の話を交えながら何度もメ

ールのやりとりを重ねました。 

ある日、友達についての話題になりました。本人は「友達

は大切な存在でずっと僕を支えてくれた。僕のやりたいこと

も応援してくれると思う」と、時間経過の中で、友達に退部

を伝えることへの不安は薄れてきた様子でした。 

数ヶ月後にメールが届き「やりとりをしているうちに気持ちが整理されて、

辞めることを伝えることができました」と報告がありました。継続的な関わり

により、本人自ら行動を起こすことができました。 

事例② 

相談者【本人】 

中学生 

いじめ 

電話 

 

本心を言葉にす

ることができる

までのやりとり 

 

 

【相談主旨】 

 授業中に発言するときに緊張してしまい、言葉が出なかったときにクラスメ

イトに笑われてしまうことについて 

【子どもの権利相談センターから】 

専門員はじっくりと時間をかけ、本人の不安な気持ちに寄

り添い、話を聞きました。そうすることで、本人の中にある

“学校の先生に相談をする練習がしたい”という本心にたど

り着くことができました。 

どのように先生に伝えるかを本人と一緒に考え、専門員が先生役となり、シ

ミュレーションを行いました。シチュエーションを変えながら、何度も繰り返

し行いました。 

本人は自分の気持ちを言葉にすることが苦手でしたが、継続的な関わりによ

り、自分の気持ちを言葉にすることができるようになりました。 

相談の最後には「自分の言葉で頑張って伝えてみたい」と話し、本人の声色

も初回相談時よりも、ずっと明るくなっていました。 

 

 

 

☆事例は、個人が特定されないよう一部変更しています。 
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相談者 
子どもの所属 
相談の主な内容 

相談方法 

相談の概要 

事例③ 

相談者【母親】 

中学生 

不登校 

面談 

 

母親へのエンパ

ワメントによる 

不登校の改善 

【相談主旨】 

 朝起きられない日が続き、不登校になってしまった娘への対応 

【子どもの権利相談センターから】 

母親は物事をネガティブに捉える傾向が強く、その傾向が少なからず娘に

も影響している様子が窺えました。学校は娘の体調を心配し医療機関の受診

を勧めていましたが娘は外部との接触を頑なに拒んでおり、そのことでも母

親は悩んでいました。 

母親が語る家庭の様子からは、娘は外部との接触は拒むも

のの、母親と料理を作ることを楽しむ等、良好な親子関係が

窺えました。専門員は母親が良い面にも着目できるよう発想

の転換を促し、母親のエンパワメントに重点を置き面談を重

ねました。母親が前向きになってきたことに伴い娘にも変化

が現れ、頑なに拒んでいた医療機関も受診し、適切な治療を受けることがで

きました。その後は心身ともに少しずつ元気を取り戻し、外へ出られるよう

になりました。 

事例④ 

相談者【一般市

民男性】 

小学生 

指導上の問題 

（教職員以外） 

電話 

 

クラブチーム指

導者に対する 

指導の改善 

 

【相談主旨】 

 クラブチーム指導者による、体罰・暴言について 

【子どもの権利相談センターから】 

スポーツが好きで、近所のクラブチームの練習や試合観戦に行くという一

般男性から、「指導が厳し過ぎて目にあまり、体罰や暴言も多く見ていて心

が痛む」という相談がありました。 

いき過ぎた指導により、子どもの人権が著しく侵害されていることは明ら

かであったため、擁護委員が調整活動を行いました。スポーツクラブの責任

者に情報を伝えたところ、保護者からの苦情も多い指導者であることがわか

りました。 

擁護委員からは、子どもの権利を守り子どもにとって真の成長につながる

ような指導をするためには、クラブチームの指導者に対して、「ハラスメン

ト研修」や「ガイドライン研修」等を行う重要性と、研修会参加への義務付

けをしていく必要があるのではないか、という問題提起をしました。さら

に、継続的に指導の在り方を話題にするような場を設けて欲しい旨もお伝え

しました。 

半年後、理事長から「モラルハラスメントについての講習会の開催や、問

題となっている指導者への個別指導を行ったことにより、以前に比べるとだ

いぶ改善された」と問題解決の兆しが窺える報告がありました。 

☆事例は、個人が特定されないよう一部変更しています。 
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相談者 
子どもの所属 
相談の主な内容 
相談方法 

相談の概要 

事例⑤ 

相談者【母親】 

小学生 

学校等の対応の問題 

面談 

 

学校のいじめ対応

について、擁護委

員が学校訪問を行

い、多角的な視点

で解決に至ったケ

ース 

【相談主旨】 

息子が嫌がらせを受け、相談した際の学校側の対応について 

【子どもの権利相談センターから】 

 息子がクラスメイトから嫌がらせを受け、担任に相談したが「嫌がらせ

をした子が事実を認めないと学校側は対応できない」と言われ、真摯に受

け止めてもらえないように感じるとメールが届きました。 

 担任への不信感が募っていたため、面談を行い、一緒に事実を整理しま

した。母親は当センターへ相談後、校長先生に担任の対応について直接相

談し、担任にも理解して頂いたこと、また、安心できる別室を用意し居場

所ができたことで、息子も安心して学校に通えるようになったことが分か

りました。専門員は、母親の今までの行動力により学校に理解してもらえ

たのではないかと感じました。 

 しかし、後日、様子伺いをしたところ、母親の声からは疲弊が感じら

れ、新たに母子の関係性が良好ではない様子が生じられていました。その

ため、母親に面談提案をしましたが「疲れている」との理由で切電となり

ました。長期休みに入るということもあり、母子の様子が心配なため、今

後の対応について擁護委員と協議しました。 

一番母子と関りがあり、安否確認が可能なのは、 

学校であると判断し、学校訪問を行いました。 

訪問の結果、学校が母親と適切な対応を行って 

いることを確認できました。  

その後、息子は元気に雪遊び等をして楽しく過ごしていることや、「休

みが終わったら、以前のように息子が学校に通えるように頑張ってみま

す。また悩んだ時には相談したい」と母親の前向きな報告がありました。 
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2 調整活動  

（1） 調整活動とは ― 子どもの安心の回復のために ― 

子どもの権利が侵害されている状態とは、子どもを中心とするお互いの関係がこじれてい

たり、一方通行になっている状態と考えられます。 

そのため、お互いの考えていることを理解し合い、存在を認め合い、問題解決のために協

力し合えるように、関係を整える活動が「調整活動」です。 

調整活動は、問題の解決を図るために、関係する子どもや大人、関係機関等に対して、擁

護委員と専門員が連携して働きかけるものです。 

調整活動では、まず、問題を取り巻く一人ひとりが語ることばを丁寧に聴き取ります。同

じ事柄でも見方が変われば捉え方も違ってきます。誰が正しくて、誰が正しくないというこ

とではなく、お互いがどんな思いを持っているのか、どのように考えているのかを正確に把

握することが必要です。事実と各自の気持ちを一つひとつ確かめることで、ボタンのかけ違

いを発見したり、今まで見えていなかった姿が見えてきたりします。 

その上で、お互いの気持ちをつき合わせることで、問題が整理されて、失われた信頼関係

を取り戻し、問題解決に向けた行動の方針を立てることもできるようになります。 

調整活動は、子どもやその関係者から、「相談を受けて」、「救済の申立てを受けて」ま

たは「救済の申立てがなくてもその救済と権利の回復のために必要があると認めるとき」

に、擁護委員の判断で行うこととしています（青森市子どもの権利条例(以下、「条例」と

いいます。)第 18条第 1項第 1号～第 3号）。 

 

（2） 令和 6 年度の調整活動状況 

令和 6年度は「調整活動」を 2件実施しました（前年度 6件）。調整活動の延べ回数は 7

回となりました（前年度 68回）（表 3）。 

表 3 相談項目別の調整先と回数 

   ☆「調整活動」の年度比較は P61参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          連携先 
相談項目 

小学校 中学校 高等学校 
市教育 
委員会 

その他 
行政機関 

子ども・
保護者等 

合計 
（回） 

①指導上の問題 
（クラブチームの指導） 

0 0 0 0 4 0 4 

②学校等の対応 
（母子への支援） 

2 0 0 0 0 1 3 

合  計 2 4 1 7 
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3 調査活動 

（1） 調査活動とは 

    擁護委員は、子どもやその関係者から救済の申立てを受けて、事実の調査を行います。

（「申立案件」といいます。（条例第 18条第１項第 2号）） 

また、子どもやその関係者から救済の申立てがなくても、擁護委員が救済と権利の回復

のために必要があると認めるときは、事実の調査を行います。（「自己発意案件」といい

ます（条例第 18条第 1項第 3号）） 

事実の調査は、条例第 18条第 2項に定められた方法により行います。 

これらは、あくまでも、「子どもの最善の利益」（子どもの権利条約第 3条第 1項、条

例第 3条第 1号）を基本理念とした支援の過程であり、子どもにとってより良い状況が作

り出されることを目指すものです。 

事実の調査などの結果、必要があると認めるときは、是正措置や制度改善について、市の

機関（※6）に対する勧告や、市の機関以外のもの（※7）に対する要請を行います（条例第 18

条第 1項第 4号）。 

 

（2） 令和 6 年度の調査活動状況 

① 申立案件 

    令和 6年度は、申立案件はありませんでした。 

② 自己発意案件 

令和 6年度は、自己発意案件はありませんでした。 

 

 

 

☆「調査活動」の年度比較はP61参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
※6 市の機関 

市長、市教育委員会等（市立小中学校を含む）の執行機関をいいます。 

※7 市の機関以外のもの 

国、県、民間機関、私立学校、個人などをいいます。



15 

4 関係機関との連携 

（1） 関係機関との連携について 

子どもの権利の侵害には、子どもが発達途上にあるために自分がされていること（されたこ

と）が権利侵害だと理解できなかったり、権利主張の力が弱いために自ら助けを求めることが

できないという特性があります。このため、権利侵害が日常化し、心に深い傷を残すことや、

その後の成長に大きな影響を及ぼすことが懸念されます。 

子どもの権利相談センターでは、子どもの権利の侵害に関する相談と救済にあたり、市内に

ある各種相談機関（国、県、市、団体・個人など、また領域としては、保健、医療、福祉、教

育など）と連携し、子どもの権利侵害の特性に配慮した対応に努めています（条例第 16条）。 

 

（2） 令和 6 年度の関係機関との連携状況 

令和 6年度は「関係機関との連携」を、4件実施（前年度 12件）しました。権利侵害からの

救済のために、子どもの権利相談センターが子ども（保護者）の理解を得て、より専門的な機

関との橋渡し役となった案件が多くなっています。「関係機関との連携」の延べ回数は 8回

（前年度 57回）になりました（表 4）。 

 

表４ 相談項目別の連携先と回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

          連 携 先 
相談項目 小学校 中学校 高等学校 

市教育 
委員会 

その他 
行政機関 

合計 
（回） 

①家族の問題 
     （家庭への対応） 

0 0 0 0 1 1 

②児童虐待 
（児相への通告） 

0 0 0 0 1 １ 

③交友関係 
（家庭への対応） 

0 0 0 5 0 5 

④指導上の問題 
（教職員の指導） 0 0 0 0 1 1 

合  計 0 8 8 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

□Ⅱ  

                       運営会議 
 

  1 運営会議
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Ⅱ 運営会議                                         

 

1 運営会議 

擁護委員は、運営会議を開催し、問題の解決に向けた方針や対応策等を協議検討しています。 

運営会議では、子どもの権利相談センターに寄せられた相談及びその対応状況について、擁護委

員が専門員から詳細な報告を受けて、スーパーバイザーとして、法律や教育、心理などの専門的見

地から相談対応への助言・指示を行います。 

 

(1) 運営会議までの主な流れ 

 

○  子どもの権利相談センターでは、窓口相談、電話、ＦＡＸ、 

メール、手紙、訪問の 6つの方法で、専門員が相談を受け付

けます。 

 

 

 

○  専門員は、寄せられた相談ケースを運営会議で擁護委員に報

告するため、相談記録を作成します。ただし、緊急の対応が必

要と考えられる相談ケースについては、適宜擁護委員に報告

し、対応方針に関する助言や指示を受けます。 

 

 

 

○  運営会議は原則週 1回開催し、擁護委員が専門員からの報

告を受け、相談ケースの対応方針に関する協議を行います。

運営会議には、説明や意見を求めるため、必要に応じて擁護

委員以外の人を出席させることができます。なお、運営会議

は個人情報を取り扱うため、非公開としています。 

 

 

 (2) 運営会議の開催状況 

令和 6年度は、運営会議を 48回開催しました（表 5）。 

 

表 5 令和 6 年度運営会議開催状況  

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計（回） 

4 5 4 4 4 4 4 4 3 4 4 4 48 

相  談 

相談記録の作成 

運営会議 



 

 



  

 

 

 

 

□Ⅲ  

                   広報・啓発活動 
 

1 広報・啓発活動の役割 

2 子どもへの広報・啓発活動 

3 大人への広報・啓発活動 

4 出前講座 

5 調査相談専門員が受講した研修、

出席した会議 
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Ⅲ 広報・啓発活動                                 

 

１ 広報・啓発活動の役割 

広報・啓発活動は、子どもの権利侵害を未然に防止する観点から、相談や調整、調査活動ととも

に重要なものであり、次のような役割を果たしています。 

第一に、子どもに、子ども自身がＳＯＳを発することができる場として子どもの権利相談センタ

ーがあることを知らせることです。 

第二に、大人に、子どもを権利の主体として尊重する視点や価値観を伝え、日々の生活や子ども

とのかかわりに活かしてもらえるように働きかけることです。 

条例第 10条では、「子どもの権利の普及啓発と学習支援」を掲げています。条例を実効性のあ

るものとするためには、すべての市民が子どもの権利についての理解を深め、子どもの権利を尊重

した取組を行っていくことが求められます。そのため、さまざまな媒体を活用して積極的に広報活

動を行うことはもちろんですが、これに加え、子どもの権利の一層の理解を促すため、多様な学習

の機会を提供することを規定しています。 

また、あらゆる場面で、子どもと大人が共に子どもの権利について適切に学び、お互いの権利を

尊重し合うことができるように、市が支援することを規定しています。 
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（1） 広報・啓発活動一覧 

子どもの権利相談センターでは、これまで継続的に行ってきた広報・啓発活動を令和 6年度も

引き続き行いました。（表 6）。 

 

表 6 広報・啓発活動の実施状況 

 

   
実施
時期

対象等（配付先）、掲示場所等

(A) 「子どもの権利相談センター」チラシの配付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　※P25参照

R6.4月
 ・小学校、中学校、高等学校、
   特別支援学校の全児童生徒

令和5年度
青森市子どもの権利相談センター活動報告書の配付

R6.5月

 ・小学校、中学校、高等学校、
　 特別支援学校
 ・幼稚園、認定こども園、保育所、
　 認可外保育施設
 ・児童生徒が利用する公共施設等

(B) 携帯用カードの配付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　※P26参照

R6.7月
 ・小学校、中学校、高等学校、
   特別支援学校の全児童生徒

(C)
子どもの権利相談センターだよりvol. 8の配付
子どもの権利相談センターだよりvol. 9の配付
                                              vol. 10の配付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　※P27～P29参照

R6.6月
R6.10月
R7.2月

 ・小学校、中学校、高等学校、
   特別支援学校の全児童生徒

(D)
 

青森市子どもの権利条例リーフレットの配付
　　　　① 小学1年生～小学4年生版
　　　　② 小学5年生～中学生版
　　　　③ 高校生～大人版
　　　　④ 特別支援学校用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　※P30～P33参照

R6.11月
 ・小学校、中学校、高等学校、
   特別支援学校の全児童生徒

(A) 「子どもの権利相談センター」チラシの配付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　※P25参照

R7.1月
 ・小学校、中学校、高等学校、
   特別支援学校
 ・児童生徒が利用する公共施設等

(A)
 「子どもの権利相談センター」ポスターの配付
　　　　　　　　　　　　　　　　　※P25参照 (A)表面の拡大版

R7.1月
 ・小学校、中学校、高等学校、
　 特別支援学校
 ・児童生徒が利用する公共施設等

(Ｃ)  子どもの権利相談センターだよりの掲示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  ※P27～P29参照

R6.6月
R6.10月
R7.2月

 ・市役所駅前庁舎２階
           （子育て支援課前）
 ・青森市ホームぺージ

(E)
「子どもの権利の日」パネル展の開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　※P35参照

R6.11月
 ・市役所駅前庁舎駅前スクエア
 ・青森市民図書館7階

「広報あおもり」への掲載　特集記事の掲載
　　　　　　　　　　　　　　　　 センター周知記事の掲載

6月号
11月号

 ・市内全世帯

スタッフコラムの掲載
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　※P36参照

随時  ・青森市ホームページ

出前講座の開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　※P37参照

随時
 ・5名以上で参加いただける団体、
　グループ

子どもの権利相談センターからの情報提供 随時  ・青森市ホームページ

項目

子
 
ど
 
も

大
　
　
人
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２ 子どもへの広報・啓発活動  

（1） チラシや携帯用カード、子どもの権利相談センターだより等の配付 

子どもの権利相談センターでは、市内の子どもたちに子どもの権利相談センターを周知する

ため、令和 6年度は、チラシや携帯用カード、リーフレットを市内の全児童生徒に、子どもの

権利相談センターだより、ポスターを市内の全小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校に

配付しました。 

 

(A)  「子どもの権利相談センター」チラシ 表面/裏面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 

 

(B)  「子どもの権利相談センター」携帯用カード 表面/裏面 
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（Ｃ）子どもの権利相談センターだより 

（子どもの権利相談センターだより vol.8  6 月発行） 
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（子どもの権利相談センターだより vol.9  10 月発行） 
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（子どもの権利相談センターだより vol.10  2 月発行） 
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 (Ｄ)  「青森市子どもの権利条例」リーフレット 
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小
学

1
年
生
～
小
学

4
年
生
版
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小
学

5
年
生
～
中
学
生
版
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高
校
生
～
大
人
版
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（2） 小・中学校における「青森市子どもの権利条例」の理解を深める活動の実施 

子どもの権利相談センターでは、市教育委員会と連携し、11月 20日の「青森市子どもの権

利の日」に合わせて、子どもの権利に関する理解を深めるための活動を実施しています。市内

各小・中学校では子どもの権利について学習する場を設け、子どもの権利相談センターが配付

した「青森市子どもの権利条例」リーフレットを活用しながら“子どもにとって大切な権利”

について理解を深めました。 

☆「青森市子どもの権利条例」リーフレットはP30～P33参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆本文は原文のまま掲載しています。    

 

  

・ 僕は、ママが選んだ服や帽子を着て学校に行きます。でも、かぶってきた帽子

を笑われた。ママに他の帽子にしてと言った。ママが「似合っているよ」と言っ

てくれた。僕は、「自分らしく生きる」を知って、恥ずかしがらないようにする

と思いました。 

（小学3年生） 

 

・ わたしは人とちがっていることは、はずかしいことではないということがわか

りました。もし、この権利がなかったら、自分が持っている個性を出すことがで

きず悔いが残ってしまいます。また、その持っている個性を使って、何かが良く

なるチャンスをのがしてしてしまうかもしれません。これから、自分ができるこ

とをどんどんやっていきたいです。 

（小学4年生） 

 

・ ぼくは、この人生の主人公として子どもの権利を大事にするということと、他

のひともその権利をもっているということを意識しながら生活するようにしたい

です。大人になにか言われたとき、それは子どもの権利をもっている自分にたい

してどうなのかをしっかり考えます。 

（小学5年生） 

 

・ なかなか、「権利」という言葉を聞くと重たく難しいことのように感じてしま

いますが、実はすごく身近で、常に守られているということがわかりました。そ

のことをどのように説明したら、小学生でもわかるのかを考えるのは難しかった

ですが、今一度それぞれの権利の意味を再確認できたので良かったと思います。

今は、大人に守られているものですが、いつか私達も守られる側ではなく、守る

側になるんだと感じました。 

（中学３年生） 

 

【 子どもの権利の学習後に寄せられた感想です 】 
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３ 大人への広報・啓発活動  

（1） パネル展示による広報・啓発活動 

子どもの権利相談センターでは、大人を対象に子どもの権利について周知するため、11月

20日の「青森市子どもの権利の日」に合わせて、「子どもの権利の日パネル展」を開催しま

した。令和 6年度は、昨年度に引き続き、青森市民図書館でもパネル展を開催し、子どもの

権利の普及・啓発に努めました。 

 

 

(E) 「子どもの権利の日」パネル展  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市役所駅前庁舎駅前スクエア（11月 1日、5日～6日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青森市民図書館（11月 2日～27日） 
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（2） 青森市ホームページにスタッフコラムを掲載 

子どもの権利相談センターでは、青森市ホームページに子どもの権利相談センターのペー

ジを開設し、擁護委員の子どもの権利に関する思いや感想などをコラムとして掲載していま

す。令和 6年度に掲載したスタッフコラムは次のとおりです。 

☆詳細は青森市ホームページ「子どもの権利相談センタースタッフコラム」 をご覧ください。 

 

（3） 「広報あおもり」に子どもの権利相談センターへの相談方法等を掲載 

子どもの権利相談センターでは、子どもの権利相談センターの周知を行うため、「広報あ

おもり」に子どもの権利相談センターへの相談方法を掲載しました。 

特に、6月号には、子どもの権利相談センターの 1年間の活動をまとめた活動報告書につ

いて、相談事例を交えて紹介する記事を掲載しました。 

 

（4） 市役所駅前庁舎・青森市ホームページに子どもの権利相談センターだよりを掲示 

子どもの権利相談センターでは、6月、10月、2月の計 3回、子どもの権利相談センター

だよりを作成し、市内の全小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校に配付しました。セ

ンターだよりは、青森市役所駅前庁舎 2階に掲示しているほか、青森市ホームページの子ど

もの権利相談センターのページでご覧いただけます。 

☆センターだよりはP27～P29参照 

  

 

 

 

沼田 徹 委員 

第 1 号  何でも自由に話せていますか？ 

   

 

 

 

 

小林央美委員 

第 2 号  子ども自身が自分を「かけがえのない存在」と感じてほしい 

第 3 号  子ども自身が自分や他者との折り合いをつける力 

第 4 号  子ども自身が権利を行使するための安全基地 

 

 

 

 

関谷道夫委員 

第 5 号  私の本棚① 『成瀬は信じた道をいく』  

～成瀬と広瀬は似ているけれど～ 

第 6 号  私の本棚➁ 『心的外傷と回復』 

～凄惨ないじめと心的外傷後ストレス障害（PTSD）～ 

第 7 号  私の本棚③ ふたつの『夜と霧』（その１） 

～愛する人の眼差し、愛する人の面影～ 

第 8 号   私の本棚➃ ふたつの『夜と霧』（その２） 

～絶望の果てにあってこそ、一条の希望の光は差し込む～ 

  

 

重要な人権である「表現の自由」の保障の下、誰もが疑問や感じたことを

ありのままに話せているか。安心して疑問や意見を言うことができる場、す

なわち心理的な安全性の保障された場が求められています。 

 

子ども自身が自分をかけがえのない存在と自覚し、自らの権利を行使し、

子どもがよりよい課題解決に向かうためには何が必要かについてお話してい

ます。 

みなさんに読んでいただきたいお勧めの一冊として、私の本棚からいくつ

か紹介します。ぜひ読んでみてください。 

 



37 

 

４ 出前講座 

子どもの権利相談センターでは、子どもの権利の普及・啓発を図るため、擁護委員による出前講

座を実施し、子どもの権利について学び、理解する機会を提供しています（表 7）。 

 

表 7 出前講座の実施状況 

実施時期 講演テーマ 参加者（団体） 参加者数 

R6.4 月  「子どもの権利」について 市子ども会議委員 22 人 

R6.6 月  児童の友人関係のあり方と「子どもの権利」 青森市小学校教頭会 40 人 

R6.7 月  子ども（あなた）の権利について考えよう 
筒井中学校全校生

徒、保護者 
500 人 

 R6.7 月  いじめ問題への教職員の対応 ～学校におけ

る法的責任 
青森市小学校教頭会 40 人 

R6.8 月  
「子どもの権利」について 市子ども会議委員 12 人 

R6.9 月 
 

相談してもいいんだよ・・権利の視点から 筒井小学校全校児童 450 人 

R6.12 月 
 

子どもの権利条例と子どもの権利 

浪岡中学校区学校運
営協議会（浪岡地区 6
校の小 6 児童及び中
学生） 

500 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  自分が子どもだったことはあっても、自分の子ど

も時代と目の前の子どもとでは、まったく違うんだ

と思った。 

子どもに接する時は「あなたのことを教えてほし

い」という気持ちで接していきたいと思った。 

☆本文は原文のまま掲載しています。 

・  みんな一人一人顔も性格も何もかも違うから意

見を言ってはいけないのではなく、何もかも違う

から意見をたくさん言えて、その意見が異なるか

ら面白いんだよということを自分で考えることが

できました。 

・  私が今日心に残ったのは、子供には「失敗する権利」があるというこ

とです。私は、みんなの前で失敗するのが嫌で、いろんなことに挑戦

することができませんでした。でも、今回の講話を聞いて、失敗しても

いいから、挑戦してみようと思えました。また困ったときは、しっかり

相談して、自分のことも他の人のことも気にかけてあげたいです。 
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５ 調査相談専門員が受講した研修、出席した会議  

 

（1）発達障害が気になる子の具体的な対応について 

主  催：令和 6年度 第 1回教育・保育施設職員研修会 

日  時：令和 6年 8月 15日 

場  所：青森市福祉増進センター（しあわせプラザ） 2階 研修室 

内  容：「青森県子どもの発達支援ガイドブック」を用いながら、発達障害の種類別の特性や社

会性の現れ方・具体的な支援方法について学ぶ。 

 

（2）児童虐待の理解と対応～不適切保育も含めて～ 

主  催：令和 6年度 第 2回教育・保育施設職員研修会 

日  時：令和 6年 9月 11日 

場  所：青森市福祉増進センター（しあわせプラザ） 2階 研修室 

内  容：近年、児童虐待の件数が増加傾向にあり、保育所等の不適切な保育（＝虐待等）が社会

問題化している。講師の現場経験と心理学的視点から「虐待」に通底する構造的な問題

について学ぶ。 

  

（3）ヤングケアラー研修会 

主  催：令和 6年度 青森市ヤングケアラー研修会 

日  時：令和 6年 11月 6日 

場  所：青森市男女共同参画プラザカダール 5階 AV多機能ホール 

内  容：元ヤングケアラー経験者であり、現在は一般社団法人ヤングケアラー協会の理事を務めて

いる方を講師に招き、当事者視点からヤングケアラーについて考える。分野を超えて支援の

輪を広げることの重要性について認識を深めるために、異職種でのグループセッションを行

い、それぞれの分野でできることについて意見交換を行う。 

 

（4）子どもの最善の利益原則に基づく子ども施策の創出 

主  催：令和 6年度 「地方自治と子ども施策」全国自治体シンポジウム 2024名古屋 

日  時：令和 7年 2月 22日、23日の計 2日間 

場  所：愛知県伏見ライフプラザ、ウインクあいち (オンラインによる参加) 

内  容：子どもの権利を実現する文化及び社会の構築を目指して、各自治体における子ども施策

の現状と課題を分析し、今後総合的推進に向けてどのように取組んでいくべきかを検討

する。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

□Ⅳ  

       子どもの権利擁護委員からのメッセージ 
 

「ジェンダーギャップ（男女格差）について」 

子どもの権利擁護委員 沼田  徹 

 

「学校と保護者の深刻な対立、そして解決への道」 

子どもの権利擁護委員 関谷 道夫 
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Ⅳ 子どもの権利擁護委員からのメッセージ                    

 

ジェンダーギャップ（男女格差）について 

 

 
 

 

 

子どもの権利擁護委員  沼田 徹 

 

世界経済フォーラムが発表した、2024年のジェンダーギャップ指数（男女格差の程度を表す指数）

では、日本の男女格差は146か国中118位でした。 

G7で最下位、先進国であるOECD38か国でもワースト2、東アジア・太平洋地域においてもワースト2

でジェンダーギャップ指数の公表が開始された2006年の順位は80位でしたから、そこから後退したま

まです。 

特に、国会議員や管理職、研究者、医師、法律職、公務員、教員、校長などに占める女性比率も最

低レベルで、公的な立場から女性が排除されている状態が順位に反映されています。 

 ジェンダーとは、社会的・文化的に作られた性別のことで、社会で共通に考えられている「女らし

さ」とか「男らしさ」といったものです。 

 我が国では、多くの人が典型的だと思う女性像や男性像、すなわち様々なジェンダーステレオタイ

プが蔓延しており、それは収入を始めとした男女の格差を固定的なものにしています。 

例えば、「女性は理系（数学や理科）が苦手」と言われますが、世界には、女性の方が理系の科目の

点数の高い国が数多くあります。女子は生まれつき数学や科学に向いていないのではなく、そういっ

た思い込みが教師や親など周りの大人たちに刷り込まれた結果、本当に数学や科学が不得意になって

しまうようです。 

脳科学などでは、男女間にやや違いが見られる場合でも、それより男性・女性の個々人による違い

のほうが遙かに大きいことが検証されているそうですから、「女性は理系（数学や理科）が苦手」とい

うのは、日本社会が生みだした思い込みであると言えます。さらに、私達の社会では、 

・ 男性は仕事をして家庭を支えるべきだ 

・ 男性は結婚して家庭をもって一人前だ 

・ 家事・育児は女性がするものだ 

・ 共働きでも男性は家庭より仕事を優先すべきだ 

・ 組織のリーダーは男性が向いている 

などといった、男女の平等の観点からは、大変問題の大きい「思い込み」も未だに根強いものがあ

りそれが女性の活躍を妨げています。 

ジェンダーの問題は、男女の個人の尊厳が尊重され、性別による差別的取扱を受けず個人としての

能力発揮の機会が確保されるなど、人権が尊重されることを導きの星として、解決されねばなりませ

ん。すなわち、日本の男女格差は紛れもなく人権問題です。 

アイスランドは15年連続でジェンダーギャップ指数1位ですが、平等が自然に実現できているのでは



 

 

42 

 

ありません。1975年10月24日「女性の休日」という女性の9割が参加したストライキで、大きく歯車が 

 

動きました。そのときのスローガンは、所得格差を踏まえ、「私達は男性の60％ではない。」というも

のでした。第1位のアイスランドでは、今でもなお、平等を求めてデモがあります。諦めずに声を上げ

続け、不断の努力を継続しているのです。日本は42年遅れていると言われていますが、要は、性別に

よって人は差別されるべきではないという当たり前の人権意識をどれだけ多くの人が持ち、地道に権

利実現の努力ができるかの違いではないかと思われます。 

私達は、日本国憲法第12条が、「この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によ

って、これを保持しなければならない。」と定めているところに、常に立ち返らねばならないと思いま

す。 

（ぬまた とおる 弁護士） 
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学校と保護者の深刻な対立、そして解決への道 

 

 

 

 

 

 

子どもの権利擁護委員 関谷 道夫 

 

１.静かな修羅場 

子どもの母親が、在籍する学校の先生と校長を厳しい言葉で責めていました。母親の迫力は罵倒と

感じられる程のものでした。 

学校での「不適切な教育」「問題を解決できない学校」に対して、一つひとつ具体的な例を示しなが

ら責め立てています。母親は、抱えている課題に関する知識が豊富で、法令や通知等についても精通

し、訴えは理路整然としていました。様々な専門書を読破し、専門研修やグループワークなどにも積

極的に参加しているのが分かります。必死に訴える親の姿からは、適切に対応してもらえない“もど

かしさ”、我が子の幸せのために最善の環境を築こうとする熱意が伝わってきます。 

対応する学校の教師からは、母親の激しい感情表出に対する驚き、困惑、戸惑いが伝わってきます。

話し合いで穏やかに収めたい気持ちもひしひしと伝わってきます。丁寧に応対していますが、納得し

てもらえる状況ではなく「どうしたものやら？」という空気が漂っています。教師にとって、保護者

から「それでも教育のプロなのか？」と痛烈に攻撃・侮辱されることはあったでしょうか。 

その場にいた「子どもの権利擁護委員（弁護士・教育者・臨床心理士）」も、学校と保護者とが、こ

れ程までにあからさまに対立する時代になったのかと驚いたものです。 

昨今の当センターへの相談で、特に印象に残っているのは、＜教員・学校＞と＜子ども・保護者＞

の対立の構図です。 

学校内外の執拗ないじめや対人トラブル、教師の不適切な教育や指導（暴言・暴力）、不登校への対

応、発達障害などへの合理的な配慮について、保護者から厳しい注文・苦情・不満が出てきます。「（先

生は）何もしてくれなかった」「あてにならない」「解決の能力がない」「いじめは続いている」「こん

な学校には登校させられない」「謝罪してほしい」という厳しい言葉が飛び出してきます。 

その背景として、子ども・保護者が多様化し、そして教師の資質も多彩になっていることがありま

す。教師・子ども・保護者の関係を支えていた暗黙の上下関係は希薄化し、大人しくしていません。

情報の豊富な主張する保護者も台頭しています。要求水準が高くなって、いじめ案件などでは、努力

だけでなく、教育・指導の成果・実効性を強く求められます。 

経験の浅い教師に、これらを処理できるスキルや手立てを期待するのは酷かもしれません。執拗な

クレームに対応するコミュニケ―ション能力も不足しています。対人トラブルに関するストレス耐性

やモチベーションが低下している場合もあります。 

こうした苛酷なストレスに直面する教員の不安感・孤独感を考えると、教員個人の資質に還元する

のではなく、臨機応変に対応できる学校システムの構築が急がれます。従来からの職階による指導・
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監督とともに、対等な立場で、解決に役立つ専門的支援を行う人材やチームが必要な気がします。も 

 

ちろん、学校のプロ集団ですから、様々議論し、整理してきたと思いますが、親からみると、不満に

思うことが多々あるように思います。 

基本的に、相互の「信頼」「敬意」があってこそ、教育は存在するものです。これが壊れた時の修復

は簡単ではありません。 

かつて、学校の先生はとても偉いもので、批判するなどはもっての外のこと

でした。教育・指導の結果としてのエビデンスを問うこともありませんでした。

今では、「結果を出せない」「何もしてくれなかった」「むしろ悪化した」と、

実効性や不作為を問う訴えが当たり前に見られます。当センターにも「民事裁

判を起こして損害賠償を求めたい」という相談が珍しくありません。 

 

2.「クライシス・マネジメント」の必要な時代 

 一般的に、今の学校には、執拗ないじめ・対人トラブル・発達障害・ハラスメント・SNS被害・長期

不登校など、簡単には片付かない問題が横たわっています。 

基本的に、保護者が、我が子の幸せのために、学校や教育委員会に対して、効果的で実効性のある

措置を求めることは当然のことです。それが担保される機会や場も、当然確保されるべきです。教育

の専門家として真摯に対応していかなければなりません。 

一方で、保護者の一部には、バイアス（偏りや偏見）のかかった「行動・認知パターン」で、問題

の解決に結びつかない執拗な要求や謝罪を繰り返し求める人が存在しない訳ではありません。他責的・

他罰的な保護者は強いものです。全力で立ち向かっていきます。昔のような教師・学校・行政と言う

権威だけでは引き下がりません。「話せばわかる」「理解は得られる」という安易なものでもありませ

ん。効果的・適切に対応しなければ、ますますこじれていきます。 

これらに対応する教員は、強烈なストレスで「教員としての自信」「自尊感情」が著しく傷付けられ

ます。「無力感」「孤立無援感」「被害感」「消耗感」などのネガティブな気持ちが高まります。次第に、

心身が疲弊し、メンタルヘルス不調・バーンアウト（burnout）・うつ状態などに陥ります。休職や離職

に至ることもあるかもしれません。 

学校現場においても、精神疾患により病気休職を発令された教職員の人数は増加傾向にあります。

文部科学省が公表した公立学校教職員の人事行政状況調査によると、2023年度に、精神疾患で休職し

た教員（原則 90日超）は、前の年度から 580人増加して、7,119人（0.77％）になり、過去最多とな

りました。令和 3年度、令和 4年度に続いて 3年連続で過去最多を更新しています。一か月以上の病

気休暇取得者を含めると、13,045 人（1.42％）となっています。年代別の休職者は 30 代が最多です

が、各年代別の在職者に占める割合は 20代が 2.11％と最高で、採用後 1 年未満で退職した教員も過

去最多でした。学校種別では小学校が 3,443人と全体の約半数を占め、最も多くなりました。今回初

めて調査が行われた精神疾患による休職の要因は「児童・生徒に対する指導そのものに関すること」

が最も多く、次いで、「上司、同僚、部下等職場の対人関係」となっています。 

教員の休職や離職者が増加する一方で、先生を目指す教員採用試験の応募者の減少が大きく報道さ

れていました。 

公務員を含め、実際の現場での「隠れメンタルヘルス不調者」はこんなものではありません。子ど

もと教職員が、心身とも健康でなければ、健全な学校にはならないでしょう。教員のメンタルヘルス

対策は重要な課題です。学校こそが、「健康な従業員こそが収益性の高い会社を作る」「従業員の健康
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への投資が企業の成長につながる」という「健康経営」の理念が必要です。むしろ「心理的安全性」

の乏しい職場と見られています。 

そもそも、今日の学校・教育行政の組織は、暴力的で理不尽なトラブルへの対処能力を確実に担保

できるようなシステムになっていません。「そんなことは例外的なこと」という、いわば「性善説」の

上に成り立つシステムです。 

いわゆるモンスター・クレーマー（理不尽な要求を繰り返す人）＆タフ・ネゴシエーター（手強い

交渉相手）によるハラスメント（暴力・攻撃、執拗な要求、謝罪要求、SNS拡散、民事裁判）に直面す

る心づもりと、効果的な対処能力・スキルの集積が必要です。児童虐待をする親と対峙する場合は当

たり前の風景です。これまでのような学校・行政の建前の権威構造だけでは通用しません。百戦錬磨

のベテラン職員も少なくなっています。現場では、職員同士が支え合う「同僚性」を基盤に、最前線

で疲弊する教員を支援する「教師集団の後方支援」のシステム構築が必要とされると思います。教科

書とは違う、不確実で、先の見えない、マニュアルのない、唯一の正答はない時代の到来を見据えた

人材育成・職場整備が進んでいるか心配になります。 

今や、学校現場でも、発生するクライシス（危機）を予防・回避したり、危機発生時の被害を最小

化したりする「クライシス・マネジメント」（危機管理）が不可欠な時代となっています。リスクヘッ

ジ（risk hedging）を、意識するだけでなく、実際に効果的に展開できるスキルや実践力が必要とな

ります。クライシス（危機）状態は、負のスパイラルから脱却し、望ましい方向に転換する一番のチ

ャンスでもあるからです。 

 

3.解決へのシステム構築 

青森市子どもの権利相談センターは、これらを重点的なテーマとして取り組んでいます。学校と保

護者のいずれからも相談がきます。実際に、学校と保護者との間に入って、粘り強く、調整を図って

います。子どもや保護者と話し合ったり、子どもや保護者から訴えを聴取し、学校を訪問して解決へ

の配慮もお願いしています。時には、子ども・保護者、学校、権利擁護委員の三者で、情報の共有を

図り、解決への対応プランを決めることもあります。  

こういう機会が存在するだけで、積み重なった感情や情報が共有され、それぞれの立場と役割を認

識し、解決への方向に向かっていくことは多くあります。幸いにして、大きな社会問題となることも

なく、落ち着いているものが多いように思います。「青森市子どもの権利条例」を制定している青森市

だからこそ可能なのだと思います。 

 一般的に、クライシス・マネジメントでは、当事者個人の心理的負荷を軽減するためにも、「ロワー」

「ミドル」「トップ」のそれぞれの役割を認識した「組織的対応」が求められます。 

さらに、「他職種連携」「専門機関との連携」（病院、警察、児童相談所、その他多くの専門機関との

協働体制の構築）が有効とされています。最近では、弁護士／法的相談に乗る「スクールロイヤー」

などの活用も珍しくありません。 

 学校内での「セルフケア」はもちろん必要ですが、混乱した場合は、外部の第三者の視点を導入す

ることも、適度な距離感と俯瞰的な見方が確保できて、有効なのではないかと思っています。 
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4.予防と解決への提言 

 学校と保護者の対立関係は、これに子どもを巻き込んで、学校への不信感

や敵意が増長され、その結果として心身の不調・不登校が顕在化します。す

べての人が不幸になります。 

 稀なことでなく、いつでも起こり得ることだという認識で、無理のない予

防システムをつくっておく必要があります。 

 

子どもの権利擁護活動の中で、配慮が必要だと思った事柄を並べます。 

 組織トップのメッセージやポリシーの表明（ビジョナリー、リーダーシップ） 

学校や行政のトップが、「幅広く意見を聴く」「いじめや暴力は許さない」「不適切な教育をしない」

「子どもの最善の利益を図る」「解決に向けて迅速かつ適切に対応する」「最前線で奮闘する職員を組

織全体で支援する」などのメッセージを、あらゆる場で、明確に表明することが大事です。日頃から、

何度も、繰り返し意思表示することが浸透を早めます。 

トップが表明する明確な意思や感情は、静かに、部下や保護者そして社会に広がり定着していくも

のです。 

 メッセージやビジョンを具現化するマニュアルやガイドラインの制定 

組織一体となって認識を一致させ、取り組みを進めるためには、抽象的なものではなく、具体的に

対応するプログラム・手順などを策定することで、対応のルールが明確化され、協働的な動きが可能

になります。 

すでに既存のものが存在するのかもしれませんが、それらが周知されていなければ、場当たり的な

対応に受け止められます。                   

 相談窓口などの体制設置とその有効な活用 

学校に対する不満を相談できる相談窓口が制度的に設置され、その後の対応手順が明らかになって

いれば、保護者は安心することができます。形式化したものではなく、効果・結果が期待できるもの

が必要です。対応する担当者や責任者をきちんと選定することでも、責任が明確になります。保護者

は、どこまで情報がオープンになるのか？その後どう取り扱われるか？訴えたことで不利益はないか？

をとても気にしています。 

外部の相談窓口の設置や、弁護士などの外部専門家との連携も考えられます。 

 目に見える迅速かつ適切な対応 

対応の遅さと情報共有の遅さが、保護者の不信感を高めます。関係者を納得させ、かつ迅速な解決

を図るためには、事実関係を迅速かつ正確に把握し、その結果について、子ども・保護者・教師で共

有し、具体的な対応を講じることが肝要です。 

学校訪問した時は、ちょっと変な言葉ですが、学校対応の「見える化」をお願いしています。ある

校長は、教員としての長い経験を生かして、即座に、効果的な対策を実行してくれたのが印象的でし

た。 
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クライシス・マネジメントには、第三者の応援団（緊急支援組織）も有効です。 

 明日につながる是正措置・再発防止策の実施 

こうしたことをやりました（アウトプット）というだけでなく、それによってこうした結果がうま

れました（アウトカム）ということが大事です。「指導しました」で終わっているケースがあります。

保護者は「いじめが無くなった」「先生の対応が変わった」などの結果を求めています。出来ない場合 

 

は、その状況を開示することも信頼に繋がります。 

簡単には片付かない問題が増えています。試行錯誤的な対応も有り得ます。継続的なモニタリング

＆フォローアップ、スキルアップのための研修・訓練が必要です。 

 

令和 6年度の子どもの権利擁護活動の中で、考えたことをまとめました。 

一つひとつの相談事例を解決することも大事ですが、その事例の背後にある普遍的で構造的な問題を

取り上げることも、子どもの権利擁護委員の重要な仕事だと考えています。なお、冒頭の学校での対

立シーンはイメージで実際のものではありません。 

 

（せきや みちお 臨床心理士・公認心理師） 
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□Ⅴ  

   青森市子どもの権利相談センターの概要 
 

1 設置目的と性格 

2 運営体制 

3 相談・救済の流れ 
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Ⅴ 青森市子どもの権利相談センターの概要                  

 

1 設置目的と性格 
子どもの権利侵害は、子どもが被害を認識しにくいことから心に大きな傷を受けたり、その後

の成長に取り返しのつかない影響が生じたりするという特性があります。そのため、子どもの気

持ちを早期に受け止め、できるだけ子どもに寄り添う専門の救済機関が必要になります。 
このことから、青森市では相談に応じるだけではなく、救済の申立てに基づき独自に調査や関

係者間の調整を行うなど、権利を侵害しているものに対して、是正措置や制度改善を求める権限

を有する、行政からの独立性が確保された新たな機関として、青森市子どもの権利条例の規定に

基づき「青森市子どもの権利擁護委員」を設置し、青森市子どもの権利相談センターを開設しま

した。擁護委員の法的性格は、地方自治法第 138条の 4第 3項の規定に基づく、市長の附属機関

です。 

附属機関には、行政執行における意思決定権はありませんが、その専門性から、擁護委員は条

例の規程に基づき、子どもの権利を侵害したものに対して是正措置や制度改善の勧告や要請を行

うことができます。 
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2 運営体制

  

区  分 摘  要 

開 設 日 平成 25年 5月 1日 

場  所 〒030-0801 青森市新町 1丁目 3-7 青森市役所駅前庁舎 3階  

組織体制 

・ 子どもの権利擁護委員 3名 

（弁護士、スクールソーシャルワーカー、臨床心理士・公認心理師） 

・ 調査相談専門員 3名 

・ 事務局（こども・若者政策課職員） 

基本姿勢 

・ 「子どもの最善の利益」を優先して考えます。 

・ 子ども一人ひとりが権利の主体として尊重されます。 

・ 子どもの成長と発達に配慮した支援を行います。 

相談・救済 
の基本対応 

・ 子ども又はその関係者から相談を受け、助言（情報提供、他機関紹介等）、支援

（相談継続、当事者自身による問題解決への支援）及び関係者間の調整（当事者間

の調整支援）を行います。 

・ いじめや虐待等の深刻な権利侵害だけではなく、子どもが抱えるさまざまな悩み

を広く受け付けます。 

・ 当事者自身による解決への支援や関わりのある第三者との調整など、できるだけ

子どもが望むような支援を行います。 

・ 関係者間の調整は、子どもの気持ちを橋渡しし、当事者に対し助言を行ったり、

関係者に対する働きかけを行ったりするなど、当事者らの間に入って相互理解を深

め、子どもにとって最善の解決を目指します。 

・ 子ども又はその関係者から救済の申立てがない場合であっても、子どもの権利擁

護委員の判断で、救済と権利の回復のために必要があると認めるときは、事実の調

査、関係者間の調整を行います。 

対  象 

・ 青森市内に在住、在学、在勤する 18歳未満の子どものことであれば、誰でも相

談できます（18歳や 19歳でも、高等学校に在学中の生徒などは対象に加えること

としています。）。 

受付時間 
原則 月曜日～金曜日の午前 10時～午後 6時 

（祝日、年末年始を除きます。） 

相談方法 

・ 窓 口 相 談 青森市子どもの権利相談センターで相談 

・ 電   話 0120-370
みんなを

-642
む す ぶ

（フリーダイヤル）  

・ ファックス 017-763-5678 

・ メ ー ル ao-kodomokenri@city.aomori.aomori.jp 

・ 手 紙 〒030-0801 青森市新町 1丁目 3-7 青森市役所駅前庁舎 3階 

青森市子どもの権利相談センター 

・ 訪    問 相談場所、時間については要相談 

mailto:ao-kodomokenri@city.aomori.aomori.jp
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3 相談・救済の流れ 
 

 

 

                       

 

 

      

 

 

                         

 

                 

 

 

 

                        

                 

 

 

                          

 

                   

     

 

                   

 

         

 

 

                 

 

 

-

相 談 

勧告・要請 

終 結 

 

初回相談は、 

私たちが対応します。 

調査相談専門員 

☆ 子どもの権利擁護委員が必要と認めるときは、関係者の見守りを継続的に行うことがあります。 

☆ このフロー図は、ケース対応の一例です。 

助言・支援 

事実の調査 
の実施 

関係者間の 
調整活動 

救済の申立て 

 

子どもの権利擁護委員 

調査相談専門員が対応します。 

相談者の気持ちに寄り添いながら、相談者が

望んでいることを丁寧に聴き取ります。 

 調査相談専門員が行います。 

子どもの権利擁護委員と問題の解決に向けた協議

検討を行い、場合に応じて利用可能な制度の情報

提供や他の専門相談機関の紹介をします。相談者

自身の意思による問題の打開や解決に向けて支援し

ます。 

子どもの権利擁護委員と調査相談専門員が連携して行

います。 

当事者の同意のもと、関係機関や相手方をつな

ぎ、子どもの気持ちを橋渡しすることなどを通し

て問題解決に向けて協力し合えるように関係を整

える活動をします。 

申立ての受付は調査相談専門員、その後の対応は

子どもの権利擁護委員が協議して決定します。 

聴き取りや支援、調整活動を経ても終結に至ら

ない場合、相談者が希望すれば、「救済の申立

て」をすることができます。 

事実の調査判断は子どもの権利擁護委員が行い、そ

の活動を、調査相談専門員が補佐します。 

「救済の申立て」を受け、または救済の申立て

がなくても子どもの権利擁護委員が必要と認める

場合は、事実の調査を行います。 

子どもの権利擁護委員が必要があると認めるときに行

います。 

事実の調査、関係者間の調整の結果、子どもの

権利擁護委員が必要と認めるときは、是正措置や

制度改善について「勧告」や「要請」を行いま

す。 
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□Ⅵ  

              相談件数等の年度比較 
 

1 相談の状況 

2 調整活動の状況 

3 調査活動の状況 
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Ⅵ 相談件数等の年度比較                              
 

1 相談の状況 

（1） 相談受付件数 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

（2） 相談者の内訳（延べ人数） 

① 子ども 

区 分 未就学児 小学生 中学生 高校生 不明 その他 計（人） 

令和２年度 0 8 39 176 2 0 225 

令和３年度 0 10 37 69 8 0 124 

令和４年度 0 33 11 3 5 5 57 

令和５年度 0 11 19 36 6 0 72 

令和６年度 0 14 5 45 12 0 76 

 ② 大 人 

区 分 父又は母 
親族 

（祖父母等） 
教職員等 

教職員等以
外の指導者 

不明 その他 計（人） 

令和２年度 75 3 1 0 0 2 81 

令和３年度 173 4 11 0 0 5 193 

令和４年度 179 4 5 0 1 2 191 

令和５年度 152 17 27 0 1 9 206 

令和６年度 107 6 0 0 0 13 126 

 

 

 

 

 

区 分 実件数 延べ件数 

令和２年度 41 306 

令和３年度 70 317 

令和４年度 71 248 

令和５年度 68 278 

令和６年度 71 202 
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（3） 相談対象者の内訳（延べ人数） 

① 子ども 

区 分 未就学児 小学生 中学生 高校生 不明 その他 計（人） 

令和２年度 1 15 17 141 2 3 179 

令和３年度 2 54 40 99 4 0 199 

令和４年度 0 78 48 58 8 3 195 

令和５年度 9 57 41 95 6 1 209 

令和６年度 12 34 25 34 16 0 121 

 ② 大 人 

区 分 父又は母 
親族 

（祖父母等） 
教職員等 

教職員等以
外の指導者 

不明 その他 計（人） 

令和２年度 70 0 50 5 0 2 127 

令和３年度 37 0 62 7 0 12 118 

令和４年度 4 0 30 14 1 4 53 

令和５年度 17  0 22 10 1 19 69 

令和６年度 46  2 25 0 1 7 81 

 

（4） 相談方法別件数(延べ件数) 

区 分 窓口 電話 ＦＡＸ メール 手紙 訪問 合計（件） 

令和２年度 

初回相談の件数 6 25 0 8 2 0 41 

延べ件数 45 76 0 175 5 5 306 

令和３年度 

初回相談の件数 18 38 1 12 1 0 70 

延べ件数 40 162 5 91 7 12 317 

令和４年度 

初回相談の件数 15 45 1 8 1 1 71 

延べ件数 44 150 3 48 1 2 248 

令和５年度 

初回相談の件数 8 48 0 10 2 0 68 

延べ件数 51 165 0 56 4 2 278 

令和６年度 

初回相談の件数 7 51 0 9 4 0 71 

延べ件数 20 120 0 57 5 0 202 
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（5） 相談受付の時間帯(延べ件数) （手紙相談を除く） 

区 分 10 時～12 時 12 時～14 時 14 時～16 時 16 時～18 時 開設時間外 合計(件) 

令和２年度 

（延べ 301 件） 

子ども 32 35 39 66 48 220 

大 人 15 19 19 25 3 81 

令和３年度 

（延べ 310 件） 

子ども 18 17 18 44 20 117 

大 人 51 31 55 49 7 193 

令和４年度 

（延べ 247 件） 

子ども 7 5 3 22 19 56 

大 人 41 31 64 46 9 191 

令和５年度 

（延べ 274 件） 

子ども 13 3 9 13 30 68 

大 人  66 31 59 38 12 206 

令和６年度 

（延べ 197 件） 

子ども 8 11 12 20 20 71 

大 人  40 25 24 33 4 126 

 

（6） 相談受付の所要時間(延べ件数) （電話相談、窓口相談、訪問相談についてのみ） 

区 分 30 分未満 
30 分～ 

1 時間未満 
1 時間～ 

2 時間未満 
2 時間～ 

3 時間未満 3 時間以上  合計(件) 

令和２年度 

（延126 件） 

電
話
相
談 

子ども  17 5 2 0 0 24 

大 人 34  11 7 0 0 52 

窓
口
相
談 

訪
問
相
談 

 

子ども 3 12 21 4 0 40 

大 人 1 0 5 4 0 10 

令和３年度 

（延べ 214 件） 

電
話
相
談 

子ども 15 3 0 0 0 18 

大 人 93 33 15 2 1 144 

窓
口
相
談 

訪
問
相
談 

 

子ども 0 2 18 2 2 24 

大 人 3 8 11 4 2 28 

令和４年度 

（延べ 196 件） 

電
話
相
談 

子ども 10 3 3 0 0 16 

大 人 69 33 30 2 0 134 

窓
口
相
談 

訪
問
相
談 

 

子ども 3 6 5 1 0 15 

大 人 8 5 14 4 0 31 

令和５年度 

（延べ 218 件） 

電
話
相
談 

子ども 12 4 0 0 0 16 

大 人 113 29 7 0 0 149 

窓
口
相
談 

訪
問
相
談 

 

子ども 4 0 5 0 3 12 

大 人 9 7 23 2 0 41 

令和６年度 

（延べ 140 件） 

電
話
相
談 

子ども 22 4 0 0 0 26 

大 人 72 11 10 1 0 94 

窓
口
相
談 

訪
問
相
談 

 

子ども 0 0 6 0 0 6 

大 人 2 4 8 0 0 14 
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（7） 相談内容の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 

い
じ
め 

不
登
校 

進
路
問
題 

交
友
関
係 

心
身
の
悩
み 

子
育
て
の
悩
み 

学
校
等
の
対
応 

 (

教
職
員
等) 

指
導
上
の
問
題 

 (

教
職
員
以
外) 

指
導
上
の
問
題 

行
政
機
関
の
対
応 

家
族
の
問
題 

児
童
虐
待 

不
明 

そ
の
他 

令

和 

２ 

年 

度 

実件数20 件 

（延べ 225 件） 

子
ど
も 

0 

（0） 

0 

（0） 

1 

（6） 

3 

（5） 

6 

（135） 

0 

（0） 

2 

（3） 

3 

（6） 

0 

（0） 

0 

（0） 

5 

（70） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

実件数21 件 

（延べ 81 件） 

大 

人 

1 

（1） 

2 

（4） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

5 

（22） 

3 

（5） 

5 

（37） 

1 

（5） 

1 

（2） 

2 

（3） 

0 

（0） 

0 

（0） 

1 

（2） 

令 

和 

３

年 

度 

実件数20 件 

（延べ 124 件） 

子
ど
も 

2 

（3） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

8 

（68） 

0 

（0） 

1 

（3） 

2 

（5） 

1 

（1） 

0 

（0） 

3 

（36） 

0 

（0） 

2 

（3） 

1 

（5） 

実件数50 件 

（延べ 193 件） 

大 

人 

4 

（19） 

3 

（12） 

0 

（0） 

3 

（5） 

0 

（0） 

12 

（69） 

7 

（31） 

4 

（20） 

5 

（6） 

1 

（3） 

4 

（7） 

1 

（9） 

0 

（0） 

6 

（12） 

令 

和 

４ 

年 

度 

実件数29 件 

（延べ 57 件） 

子
ど
も 

3 

（5） 

1 

（1） 

0 

（0） 

3 

（5） 

9 

（27） 

0 

（0） 

0 

（0） 

4 

（5） 

2 

（4） 

0 

（0） 

4 

（6） 

0 

（0） 

2 

（2） 

1 

（2） 

実件数42 件 

（延べ 191 件） 

大 

人 

2 

（5） 

8 

（39） 

1 

（1） 

2 

（10） 

0 

（0） 

14 

（84） 

1 

（3） 

7 

（26） 

1 

（10） 

1 

（4） 

0 

（0） 

2 

（6） 

1 

（1） 

2 

（2） 

令 

和 

５ 

年 

度 

実件数17 件 

（延べ 72 件） 

子
ど
も 

2 

（2） 

0 

（0） 

1 

（1） 

2 

（4） 

6 

（55） 

0 

（0） 

0 

（0） 

1 

（2） 

0 

（0） 

0 

（0） 

1 

（2） 

0 

（0） 

4 

（6） 

0 

（0） 

実件数51 件 

（延べ 206 件） 

大 

人 
4 

（16） 

2 

（24） 

1 

（0） 

6 

（10） 

0 

（0） 

13 

（78） 

4 

（10） 

4 

（18） 

5 

（10） 

1 

（6） 

6 

（22） 

0 

（0） 

1 

（1） 

4 

（11） 

令 

和 

６ 

年 

度 

実件数26 件 

（延べ 76 件） 

子
ど
も 

4 

(13) 

0 

(0) 

0 

(0) 

5 

(5) 

5 

(21) 

0 

(0) 

1 

(1) 

2 

(3) 

0 

(0) 

0 

(0) 

3 

(6) 

2 

(23) 

3 

(3) 

1 

(1) 

実件数45 件 

（延べ 126 件） 

大 

人 

2 

(9) 

3 

(7) 

0 

(0) 

2 

(11) 

0 

(0) 

14 

(41) 

3 

(13) 

5 

(8) 

1 

(0) 

0 

(0) 

1 

(4) 

4 

(20) 

0 

(0) 

10 

(13) 
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2 調整活動の状況 

調整先 

年  度 
小学校 中学校 高等学校 

市教育 
委員会 

その他 
行政機関 

子ども 
保護者等 

合計(回) 
 

令和２年度 9 4 0 0 4 27 44 （ 5 件、44 回） 

令和３年度 13 0 0 0 0 17 30 （ 2 件、30 回） 

令和４年度 9 0 0 0 0 19 28 （ 1 件、28 回） 

令和５年度 10 0 0 1 29 28 68 （ 6 件、68 回） 

令和６年度 2 0 0 0 4 1 7 ( 2 件、 7 回) 

 

3 調査活動の状況 
（1） 申立てによる調査活動の状況 

区  分 申立て件数 調査回数 

令和２年度 0 0 

令和３年度 0 0 

令和４年度 0 0 

令和５年度 0 0 

令和６年度 0 0 

 

（2） 自己発意による調査活動の状況 

        調査先 
年  度 

小学校 中学校 高等学校 
市教育 
委員会 

その他 
子ども 

保護者等 
合計(回) 

 

令和２年度 0 0 0 0 0 0 0 （0 件、 0 回） 

令和３年度 0 0 0 0 0 0 0 （0 件、 0 回） 

令和４年度 3 2 0 7 0 19 31 （3 件、31 回） 

令和５年度 0 0 0 0 0 0 0 （0 件、 0 回） 

令和６年度 0 0 0 0 0 0 0 （0 件、 0 回） 
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Ⅶ 参考資料                                      
 

1 青森市子どもの権利条例 
 

平成二十四年十二月二十五日 

条例第七十三号 

目次 

 前文 

 第一章 総則(第一条一第四条) 

 第二章 子どもにとって大切な権利(第五条一第九条) 

 第三章 子どもにとって大切な権利の保障に関する市の責務と取組(第十条一第十五条) 

 第四章 子どもにとって大切な権利の侵害からの救済と回復(第十六条一第二十一条) 

 第五章 雑則(第二十二条) 

附則 

 

（前文 表紙裏 参照） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、子どもが愛情をもって育まれ、毎日をのびのびと生き、自分らしく豊かに成長

し、発達していくことができるよう、子どもにとって大切な権利の保障を図ることを目的としま

す。 

（定義） 

第二条 この条例で、次に掲げる用語の意味は、それぞれ次に定めるとおりとします。 

 一 子ども  十八歳未満の人その他これと等しく権利を認めることが適当であると規則に定める人

をいいます。 

二 大人  過去に子どもであった全ての人をいいます。 

三 保護者 親や親に代わり子どもを養育する人をいいます。 

四 育ち学ぶ施設 保育所、学校、児童養護施設その他子どもが育ち、学ぶことを目的として通園

し、通学し、入所し、利用する施設をいいます。 

（基本的な考え方） 

第三条  子どもの権利の保障は、次の基本的な考え方に従って進められなければなりません。 

一 子どもの最善の利益を優先して考えること。 

二 子ども一人一人が権利の主体として尊重されること。 

三 子どもの成長と発達に配慮した支援が行われること。 

（大人の責務） 

第四条 保護者は、子育ての第一の責任者として、子どもの権利を尊重しなければなりません。 

２ 育ち学ぶ施設の関係者は、子どもが自分らしく成長し、発達していくために育ち学ぶ施設が大切

な役割を持つことを認識し、子どもの権利を尊重しなければなりません。 

３ 地域住民は、地域が子どもの成長と発達にとって重要な場であることを認識し、子どもの権利を

尊重しなければなりません。 

４ 第一項の保護者、第二項の育ち学ぶ施設の関係者、第三項の地域住民のほか、大人は子どもの権

利を尊重しなければなりません。 
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第二章 子どもにとって大切な権利 

（子どもにとって大切な権利の保障と互いの権利の尊重） 

第五条 子どもには、成長し、発達していくために、この章に定める大切な権利が保障されなければ

なりません。 

２ 子どもは、自分の権利が尊重されるのと同じように、他人の権利を尊重しなければなりません。 

（安心して生きる権利） 

第六条 子どもには、安心して生きるために、次のことが保障されなければなりません。 

一 命が守られ、平和で安全な環境のもとで暮らすこと。 

二 愛情をもって育まれること。                  

三 食事、医療、休息が保障され、健康的な生活を送ること。 

四 いじめ、虐待、体罰その他身体的、精神的暴力と有害な環境から守られること。 

五 性別、国籍、障害などを理由に、いかなる差別も受けないこと。 

六 困っているときや不安に思っているときには、相談し、支援を受けることができること。 

（自分らしく生きる権利） 

第七条 子どもには、自分らしく生きるために、次のことが保障されなければなりません。 

一 自分の個性や他人との違いを認められ、一人の人間として尊重されること。 

二 自分自身の夢や希望を持ち、可能性に挑戦すること。 

三 プライバシーや自らの名誉が守られること。 

四 自分が思ったことや感じたことを表現すること。 

五 自分にとって必要な情報や知識を得ること。 

六 自分にとって大事なことを年齢や成長に応じて、適切な助言や支援を受け、自分で決めること。            

七 安心して過ごすことができる時間や居場所を持つこと。 

（豊かで健やかに育つ権利）  

第八条 子どもには、豊かで健やかに育つために、次のことが保障されなければなりません。 

一 遊ぶこと。 

二 学ぶこと。                       

三 芸術やスポーツに触れ親しむこと。                 

四 青森の文化、歴史、伝統、自然に触れ親しむこと。 

五 まちがいや失敗をしたとしても、適切な助言や支援を受けることができること。 

（意見を表明し参加する権利） 

第九条 子どもには、他人の意見を尊重しつつ、自分の意見を表明し、社会に参加するために、次の

ことが保障されなければなりません。 

一 家庭、育ち学ぶ施設、地域などで、自分の意見を表明すること。 

二 自分にとって重要な決定が行われる場合は、自分の意見を主張できること。 

三 自分の表明した意見に対し、適切に配慮されること。 

四 仲間をつくり、集まり、活動すること。 

 

第三章 子どもにとって大切な権利の保障に関する市の責務と取組 

（子どもの権利の普及啓発と学習支援） 

第十条 市は、子どもの権利の普及を図るため、子どもと大人が共にこの条例と子どもの権利につい

て適切に学び、理解するための機会を提供するものとします。 

２ 市は、毎年十一月二十日を「青森市子どもの権利の日」とし、この日にふさわしい活動を行うも

のとします。 
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（子どもの育ちへの支援）  

第十一条 市は、子どもの豊かな育ちを支援するため、次のことに取り組むよう努めなければなりま

せん。 

一 子どもに健全で多様な生活体験や交流の場と機会を提供すること。 

二 子どもが安心して過ごすことができる居場所づくりを進めるとともに、子どもが相談できる場

と意見表明し社会に参加する機会を提供すること。 

（保護者への支援） 

第十二条 市は、保護者が安心して子育てができるよう支援に努めなければなりません。 

２ 市は、特別に支援が必要な保護者に対しては、それに応じた支援に努めなければなりません。 

（子どもの命と安全を守る取組） 

第十三条 市は、いじめ、虐待、体罰その他身体的、精神的暴力の防止と早期発見に努めるととも

に、それら子どもの権利の侵害からの救済に必要な取組を実施するものとします。 

２ 市は、子どもが薬物、犯罪などの被害を受けないように、必要な取組を実施するものとします。 

（子ども会議） 

第十四条 市は、市政などについて、子どもが意見を表明し参加する場として、青森市子ども会議

(以下「子ども会議」といいます。) を置きます。 

２ 市は、子どもに関わることを検討するときは、子ども会議の意見を尊重するよう努めなければな

りません。 

（子どもの権利の保障の行動計画と検証） 

第十五条 市は、この条例の目的を達成するため、子どもの権利の保障に関する行動計画（以下「行

動計画」といいます。）を定めるものとします。 

２ 行動計画の検証は、青森市健康福祉審議会条例（平成十八年青森市条例第四十三号）に定める児童

福祉専門分科会で行うものとします。 

３ 行動計画の検証を実施するに当たっては、子ども会議の意見を尊重するよう努めなければなりま

せん。 

 

第四章 子どもにとって大切な権利の侵害からの救済と回復 

（相談と救済） 

第十六条 市は、子どもの権利の侵害に関する相談や救済について、関係機関などと相互に協力と連

携を図るとともに、子どもの権利の侵害の特性に配慮した対応に努めなければなりません。 

（子どもの権利擁護委員） 

第十七条 市長は、子どもの権利の侵害について、子どもやその関係者から相談や救済の申立てを受

け、その救済と権利の回復のために必要な調査、助言、支援などを行い、これらの調査などの結果

を踏まえた是正措置や制度改善の勧告や要請を行うなどのため、青森市子どもの権利擁護委員（以

下「委員」といいます。）を置きます。 

（委員の職務） 

第十八条 委員の職務は、次に掲げるとおりとします。 

一 子どもやその関係者から相談を受け、助言、支援、関係者間の調整を行うこと。 

二 子どもやその関係者から救済の申立てを受け、事実の調査や関係者間の調整を行うこと。 

三 子どもやその関係者から救済の申立てがなくても、その救済と権利の回復のために必要がある

と認めるときは、事実の調査や関係者間の調整を行うこと。 

四 第二号、第三号の規定による調査などの結果、必要があると認めるときは、是正措置や制度改

善について、関係する市の機関に対する勧告や市の機関以外のものに対する要請を行うこと。 
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五 第四号の規定により勧告や要請を行った後に、必要があると認めるときは、その是正措置など

の状況に関しこれらの勧告などを受けたものに報告を求め、その内容を救済の申立てを行った人

などに伝えること。 

２ 委員は、第一項第二号、第三号の事実の調査を次の方法により行うことができます。 

一 関係する市の機関に対し説明を求め、その保有する文書その他の記録の閲覧や提出を要求し、

実地に調査すること。 

二 必要な限度において市の機関以外のものに対し、資料の提出、説明その他の必要な協力を求め

ること。 

（委員の人数、任期など） 

第十九条 委員は、三人以内とします。 

２ 委員は、人格が優れ、子どもの権利に関し専門的知識と経験を持つ人のうちから、市長が委嘱し

ます。 

３ 委員の任期は三年とし、再任を妨げません。 

４ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはなりません。委員の職を離れた後も同様とし

ます。 

５ 委員は、第四項に定めるもののほか、その職務を遂行するに当たって、次のことを守らなければ

なりません。 

一 子どもやその関係者の人権について、十分に配慮すること。 

二 相談や救済の申立てなどの内容に応じ、関係機関などと協力して、その職務を行うこと。 

６ 市長は、委員が第四項前段の規定に違反したことが判明したときやその職務の遂行に必要な適格

性を欠くと認めるときは、これを解嘱するものとします。 

（勧告の尊重と委員への協力） 

第二十条 第十八条第一項第四号の規定により勧告を受けた市の機関は、その勧告の内容を十分に尊

重しなければなりません。 

２ 第一項に定めるもののほか、市の機関は、委員の職務に積極的に支援や協力をしなければなりま

せん。 

３ 市の機関以外のものは、委員の職務に協力をするよう努めなければなりません。 

（調査相談専門員） 

第二十一条 市長は、子どもの権利の侵害について、子どもやその関係者から相談を受け、委員と連

携し、必要な調査、助言、支援を行うため、調査相談専門員を置きます。 

 

第五章 雑則 

（委任） 

第二十二条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定めます。 

 

附 則 

（施行期日） 

この条例は、公布の日から施行します。ただし、第四章の規定は、公布の日から起算して六月を超

えない範囲内において規則で定める日から施行します。 
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2 青森市子どもの権利相談センター運営体制 

 
 

◆ 子どもの権利擁護委員  3 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 調査相談専門員  3 名 

子どもの権利の侵害について、子どもやその関係者から相談を受け、子どもの権利擁護委

員と連携し、必要な調査、助言、支援を行います。 

 

 

◆ 事務局 

青森市こども未来部こども・若者政策課 こども未来チーム 

  〒030-0801 青森市新町 1丁目 3-7 青森市役所駅前庁舎 3階 

   電話番号 ： 017-734-5320 

 

氏 名 期 間 職業等 

沼 田   徹 平成 25年 5月 1日 ～ 弁護士 

小 林 央 美 
平成 25年 5月 1日  

～令和 7年 3月 31日 
元大学院教授 

小笠原 仁 美 令和 7年 4月 1日～ 

社会福祉士 

（スクールソーシャ

ルワーカー） 

関 谷 道 夫 平成 25年 5月 1日 ～ 
臨床心理士 
公認心理師 
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